
○愛知県住生活基本計画2020 資料４

〔成果指標のフォローアップ〕

分野
目標

施策の方向性
指標 策定時 現状値 目標値

●住宅の耐震性確保
新耐震基準（1981年（昭和56年）基準）と同程度以上の耐震
性を有する住宅ストックの比率

82%
（2008年）

86%
（2013年）
県推計

95%
（2020年）

●地震などに強い市街地形成
火災発生などの危険度が高い重点密集市街地での不燃領
域率(簡便法)

43%
(2011年)

46.4%
（2014年）

50％
(2020年)

●省エネルギー住宅の整備
一定の省エネルギー対策(全部又は一部の窓に二重サッシ
又は複層ガラスを使用)を講じた住宅ストックの比率

15%
（2008年）

20%
（2013年）

30％
(2020年)

●環境に配慮した住宅建築物の整備
総合的な環境性能に配慮した住宅建築物の建築件数（ＣＡ
ＳＢＥＥでＡランク以上の評価）の累計

254件
（2010年）

604件
（2014年）

1,000件
(2020年)

●新築住宅の品質・性能の確保
着工新設住宅戸数に対する長期優良住宅認定戸数の割合

19%
(2010年)

21.3%
(2014年)

30％
(2020年)

●建築物の品質性能の確保
建築基準法の完了検査済み証交付率

95%
（2009年）

95.7%
（2014年）

100%
（毎年度）

●住宅への犯罪に強いまちづくり
侵入盗被害の年間件数

8,648件
（2006年～2010年

の平均値）

6,740件
（2011年～2014年

の平均値）

10年間の
平均値で減少

●住まいのミスマッチの解消
子育て世帯の誘導居住面積水準以上の世帯の割合

45%
（2008年）

47.6%
（2013年）

50％
 (2015年)

●既存住宅の流通量
既存住宅の流通戸数の新築を含めた全流通戸数に対する
割合

9.8%
(2008年)

11.3%
（2013年）

20%
(2020年)

●住宅性能表示の件数
新築住宅における住宅性能表示の実施率

21%
（2009年）

28.3%
（2013年）

50％
(2020年)

目標１　自然災害に強い住まい・まちづくり
　地震に強い住まい・まちづくり
　　○住まいの耐震化推進
　　○防災上重要な建築物などの耐震化促進
　　○産学官連携による耐震改修の普及
　　○密集市街地の解消
　　○被災後の速やかな住宅復興に関する取組
　風水害に強い住まい・まちづくり
　　○浸水被害・土砂災害の危険がある地区への対応
　　○住宅地における雨水流出の抑制
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目標２　環境負荷が小さく長く使える住まい・まちづくり
　環境に配慮した住まい・まちづくり
　　○環境に配慮した住宅・建築物の普及啓発と整備促進（CASBEEあいちの活用）
　　○建設資材の循環利用の促進
　　○省エネルギー化と再生可能エネルギー利用の促進
　住宅の長寿命化・適正な維持管理の促進
　　○長期優良住宅認定制度の普及
　　○住宅の適正な維持管理に関する情報提供と意識啓発

目標３　防火・防犯など基本的性能が確保された住まい・まちづくり
　建築規制の的確な運用により基本的性能が確保された住まい・まちづくり
　　○確認検査態勢の強化による安全性確保の徹底
　　○違反建築物の発生防止
　防犯性の高い住まい・まちづくり
　　○防犯性能に優れた住宅の整備促進
　　○住宅地における防犯性の向上

目標４　ニーズに応じた住まいが選択できる環境の整備
　住まいが円滑に流通する環境の整備
　　○住まい手の判断材料となる的確な情報の提供
　　○住まい手が安心できる相談体制の充実
　　○円滑な既存住宅の流通に向けた支援
　地域の住宅生産者の育成と地域材を活かした住まいづくり
　　○地域の住宅生産者への支援と担い手の育成
　　○住宅建設における地域産材の利用促進
　　○地域の住宅関連事業者が連携した住まいづくりの支援
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目標５　地域の活力を支えるまちづくり
　良好な市街地整備の推進
　　○良好な市街地への更新・整備
　　○地区にふさわしいまちづくりの誘導
　　○住宅の供給及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域　（重点供給地域）における良好な
　　　住環境の整備

●地区にふさわしいまちづくりへの誘導
地区計画の決定地区面積

5,030ha
(2010年)

5,901.6ha
(2014年)

5,800ha
(2020年)

●地域の特性に応じた住まい・まちづくり
市町村住生活基本計画の策定市町村数

17市町村
（2011年）

21市町村
（2014年）

25市町村
(2020年)

●分譲マンション管理分野の人材育成
マンション管理セミナー・研修会の参加者数

362人
（2009年）

546人
（2014年）

700人
(2020年)

●高齢者にやさしい住宅の整備
高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率（2箇所
以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当）

38%
（2008年）

42.6%
（2013年）

75%
(2020年)

●高齢者人口に対する高齢者向け住まいの割合
高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合

1.2％
(2010年)

2.3%
(2014年概数)

3％
(2020年)

●高齢者・障害者などにやさしい居住環境の整備
「人にやさしい街づくりの推進に関する条例」に適合した施
設数(累計)

26,807施設
(2010年)

30,940施設
(2014年)

37,000施設
(2020年)

●公営住宅の適切な供給
計画期間中の公営住宅募集戸数

5,560戸
（2010年度）

19,995戸
（2011～2014年

度）

6万戸
(2011～2020年度

の10年間)

●県営住宅の多世代ミックスコミュニティ
県営住宅入居世帯のうち、世帯主年齢が20～40歳台の世
帯の割合

30%
（2010年）

調査中
35％

(2020年)

目標９　民間賃貸住宅などを活用した住宅セーフティネットの重層化
　民間賃貸住宅などにおける入居円滑化の推進
　　○居住支援協議会の活用による民間賃貸住宅への入居円滑化
　　○高齢者、子育て世帯向け民間賃貸住宅の供給促進
　　○サービス付き高齢者向け住宅の供給促進［再掲］
　　○公的セクターの連携による公的賃貸住宅の整備・運営

●住宅に困窮する者の居住の安定確保
低居住面積水準未満世帯の割合

4.3％
（2008年）

3.6%
(2013年）

早期に解消

目標６　住まい手と地域が主体的に進めるまちづくり
　地域が主体となって進めるまちづくり
　　○地域課題に対応した住まい・まちづくりの推進
　　○住民主体のまちづくり活動の推進
　　○地域単位のまちなみ・景観づくり
　　○住宅ストックを活用した住替支援の促進
　分譲マンションの適切な管理と再生の促進
　　○分譲マンションの適切な維持管理への誘導
　　○老朽化分譲マンションの大規模修繕や建替に関する支援
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目標７　高齢者・障害者などにやさしい住まい・まちづくり
　高齢者・障害者などが暮らしやすい居住環境の整備
　　○高齢者居住安定確保計画の策定と施策実施
　　○サービス付き高齢者向け住宅の供給促進
　　○高齢者・障害者の地域での暮らしを支える仕組みづくり
　バリアフリー化された住まい・まちづくり
　　○人にやさしい街づくりの推進
　　○住まいのバリアフリー改修の推進
　　○人にやさしい街づくりを担う人材育成や普及啓発などの推進

目標８　公営住宅の的確な供給と活用
　公営住宅ストックの再生・活用の推進
　　○計画的な公営住宅の建替や改善の推進
　　○地域における活動の拠点としての公営住宅の活用
　　○公営住宅ストックを活用した福祉施策の整備
　○特定公共賃貸住宅を公営住宅に準じた住宅として活用
　公営住宅の適切な管理と供給
　　○公営住宅の管理の適正化
　　○多世代が共に暮らす良好なコミュニティの形成
　　○入居者資格の見直し
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